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完全子法人株式等に係る配当等についての源泉徴収廃止 

～令和 5 年 10 月 1日から適用開始～ 

1. 受取配当等についての課税の基本的な仕組みと改正の背景

受取配当等については、その支払時に源泉徴収が行われるが、一定の資本関係のある内国法人からの受取配当等につい

ては、課税済み利益の再配分であることを考慮し、受領法人側の確定申告においてその一部又は全部が益金不算入とさ

れ、精算される仕組みとなっている（所法 212、213②二、法法 23）。 

例えば、完全支配関係のある内国法人から配当等を受け取った場合、その支払時に源泉徴収が行われ、その後、受領法

人が確定申告において受取配当等の 100％を益金不算入とし、また、源泉徴収税額については所得税額控除の処理を行

うことにより、源泉徴収された税額が実質的に還付される（支払うべき法人税額から控除される）結果となる。 

すなわち、受取配当等についての源泉徴収は、その金額が最終的に還付される結果になる場合であっても特別扱いはなく、

源泉徴収をした上で（所法 212、213②二）、受領法人において受取配当等の益金不算入及び所得税額控除の処理を

行うこととされてきたのである。 

しかし、会計検査院の令和元年度決算検査報告において、原則として全額に法人税が課されない完全子法人株式等及び

関連法人株式等に係る配当等について源泉徴収を行っていることにつき、企業の資金負担、また、企業及び税務署等の事

務負担等を考慮し、再検討の必要性について指摘された1。 

1  指摘内容は、次のとおりである。「上記を踏まえて検査したところ、原則として全額に法人税が課されていない完全子法人株式等及び関

連法人株式等に係る配当等の額に対して源泉徴収を行っていたことから、企業グルー プ内において納税に係る一時的な資金負担が生ず

るとともに、当該配当等に対する税務署にお ける源泉所得税事務が生じたり、源泉所得税相当額について所得税額控除が適用される

ことにより還付金及び還付加算金並びにこれらに係る 税務署の還付事務が生じたりしている状況となっていた。このような状況は、源泉所

得税が法人税の前払的性質を持つことや所得税を効率的 かつ確実に徴収するなどの源泉徴収制度の趣旨に必ずしも沿ったものとはなっ

ていないと思料される。ついては、本院の検査で明らかになった状況を踏まえて、財務省において、源泉徴収義務者 による源泉徴収事務

の便宜を考慮した上で、配当等に対する源泉徴収制度の在り方について、 引き続き、様々な観点から効率性、有効性等を高める検討

を行っていくことが肝要である。」（大蔵財務協会『令和 4 年度 改正税法のすべて』 P88） 

Executive Summary 

◼ 令和 5 年 10 月 1 日以後に支払を受けるべき配当等について、完全子法人株式等及び関連法人株式等に相

当する一定の株式等に係る配当等については原則として源泉徴収の対象外とされる

◼ 源泉徴収の対象となるかどうかの判定における完全子法人株式等に係る配当等の定義は、法人税の受取配当

等の区分における定義と基本的に同じであるが、関連法人株式等に係る配当等については、保有期間やグループ

内の他法人等による保有についての考慮は無く、法人税における判定結果とは異なる可能性もあるため、留意が

必要である



 

2. 令和 4 年度税制改正により一部源泉徴収対象外に 

１の指摘を受け、令和 4 年度税制改正により、以下の配当等について所得税が課されないこととされ、源泉徴収の対象外

になった（所法 177①②、所法 212③、所令 301②）。配当等受領者において結果的に 100％益金不算入となり、実質

的に還付されると見込まれる金額に対応する部分について、原則として源泉徴収の対象外とすることとされたものである。 

源泉所得税の対象外とされることになった配当等は、次の 2 つの配当等である。 

① 完全子法人株式等に係る配当等：配当等の計算期間を通じ、配当支払法人と受領法人の間に完全支配関係が

ある場合＊ （所法 177①、法法 23⑤） 

② 保有割合 3 分の 1 超である株式等に係る配当等：配当等の支払いに係る基準日等において、受領法人が支払法

人の発行済株式等の 3 分の１超を直接保有している場合＊（所法 177②、所令 301②） 

＊受領法人が自己の名義をもって有する株式等に限られる（つまり、組合や信託経由で所有するもの以外） 

 

法人税における受取配当等の区分と、源泉所得税判定における区分を対比してみると次の表のとおりである。 

 

■法人税の受取配当等の区分         ■源泉所得税判定における区分（太枠が改正部分） 

受取配当等 

の区分 

益金不 

算入額 

 源泉所得税判定 

における区分 

源泉徴収 

の有無 
備考 

①完全子法人株式等に係る

配当等 

➢ 配当等の計算期間を通

じ、支払法人と受領法

人の間に完全支配関係

がある場合（法法 23

⑤） 

配当等の額

x 100% 
 

①完全子法人株式等に

係る配当等 

➢ 配当等の計算期間

を通じ、支払法人と

受領法人の間に完

全支配関係がある

場合（自己名義に

限る）（所法 177

①、法法 23⑤） 
従来は対象 

 

令和 5 年 10 月 1 日

以後に支払いを受ける

べき配当等について 

対象外 

（所法 212③） 

 

自己の名義をもって有する

ものに限られる点を除き、

法人税の受取配当等の

区分①と一致する。 

②関連法人株式等に係る配

当等 

➢ 受領法人及び完全支

配関係のある法人が合

算で、支払法人の発行

済株式等の総数の３分

の１超を、前回基準日

の翌日（6 月前の日以

前である場合等には 6

月前の日の翌日等）か

ら今回基準日まで引き

続き保有している場合

（法法 23④、法令 22

①） 

（配当等の

額 ー 控除

負債利子）

x 100% 

 

②保有割合 3 分の 1 超

である株式等に係る配当

等 

➢ 配当等の支払に係

る基準日等におい

て、受領法人が支払

法人の発行済株式

等の 3 分の１超を

直接保有している場

合（所法 177②、

所令 301②） 

 

 

基準日等において、受領

法人が直接保有する株式

等のみを考慮することとさ

れており、法人税の受取配

当等の区分に比べ、保有

期間やグループ内の他法

人による保有についての考

慮は無い。 

これは、源泉徴収段階で

源泉徴収義務者がその判

断を行う必要があるためで

ある。 

①②③のいずれにも該当しな

い株式等に係る配当等 

配当等の額 

x 50% 
 

その他の配当等 対象 改正なし 
③非支配目的株式等に係る

配当等 

配当等の額 

x 20% 
 

  



 

3. 適用時期 

当該改正は、令和 5 年 10 月 1 日以後に支払を受けるべき（支払うべき）配当等について適用される。 

法令改正から 1 年半の猶予を経て、令和 5 年 10 月 1 日から適用開始となるため、留意が必要である。 

 

4. 留意点 

２の表に書いたとおり、①完全子法人株式等に係る配当等については、定義が法人税法に依拠されていることから、受取配

当等の区分に基本的に一致する一方（自己名義の株式等に限られる点は異なる）、②保有割合 3 分の 1 超である株式

等に係る配当等については、源泉所得税の判定においては基準日等における、受領法人が直接保有する株式等のみを考

慮することとされており、保有期間やグループ内の他法人等による保有についての考慮は無いため、法人税における関連法人

株式等に係る配当等と範囲が異なる点、注意が必要である。 

 

（東京事務所 中村 浩子、大野 久子） 
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